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Abstract: We conducted a study to evaluate factor(s) which influence frequencies of job separation of schizophrenic

employees with 31 patients. We collected background information on the subjects such as age, sex, medical history, and

then evaluated the subjects' cognitive function by the Global Assessment of Functioning (GAF), Schizophrenia Cogni-

tion Rating Scale Japanese Version (SCoRS-J). Correlation analyses revealed that job separation for working had sig-

nificant correlations with age, medical history and Attention, Social Cognition. In addition, multiple regression

analyses suggested that job separation were influenced by medical history, and Attention rate.
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�. はじめに
平成 20 年度身体障害, 知的障害, 精神障害者就業実

態調査 (2007) によると, 15 歳～64 歳の精神障害を持

ち就業している者は全体の 17.3％であり, 他の障害領

域 (身体障害 43％, 知的障害 52.6％) と比較し就業率

が少ない1)と言える. また, 公共職業安定所から職業紹

介を受けて就職した精神障害者の 42％が 1 年後に離職

している実態2) があり, 精神障害者の就労はその継続が

困難であることが指摘されている3) 4).

一方, 精神障害のうち, 主たる疾患である統合失調症

は精神病理学において自我意識の障害と呼ばれ作為体験,

思考化声, 幻聴等の症状を中心とした分類体系からの説

明がなされてきた5) 6). しかし, 近年の病態生理の解明

が進展し脳形態や脳機能画像研究を背景に認知機能障害

の存在が明らかになり7) 8), 認知機能障害を中核的病態

と位置付けた新たな分類体系の構築が模索されている9).

それに伴い, 就労継続を困難とする要因と考えられてき

た精神症状や生活障害は認知機能障害が強く関連する可

能性が示唆され10), 統合失調症者の就労支援においても

認知機能障害に注目した報告がされている11). 今回注目

する若年期はキャリア発達の視点からキャリア初期にあ

たり, その後の人生に影響を及ぼす重要な時期であると

同時に統合失調症の好発年齢と重なることから, 早期治

療とともに就労支援の重要性が指摘されている12)-14).

筆者はこれまで若年統合失調症者への就労支援方法に

ついて, 支援に携わるスタッフを対象とした研究を実施

し就労の希望があってもストレスなどの原因で離職を繰

り返す対象者支援に困難を感じている実態を報告した15).

次に, 就労が 1 年以上継続している統合失調症者を対象

とし, その特徴を調査したところ就労において自身の認

知機能障害を自覚し, 苦手な職務をどのように対応する

かを考え対処行動をとっていることを明らかにした16).

先行研究においても, 就労に対する認知機能障害の影響

について繰り返し報告されている17)-20). これは, 認知機

能障害が若年統合失調症者の職場環境への適応を阻害し,

離職を繰り返す要因であることを示唆している. しかし,

これまで若年統合失調症者を対象とし ｢離職回数｣ と

｢認知機能障害｣ の関係性に着目した報告はされていな

い. そこで本研究では, 若年統合失調症者の離職回数と

認知機能障害の関係性に注目し, 認知機能障害が離職予

測の因子となりうるか検討を行った.

�. 対象と方法
��� 対象者の選定

研究対象者は, A 県の精神科病院 3 か所, 診療所 4

か所を外来通院する者のうち, ①米国精神医学会の診

断基準である DSM-Ⅳにより ｢統合失調症｣ と診断さ

れている者, ②精神発達遅滞, アルコール依存症, 薬

物依存症の診断を受けていない者, ③機能の全体的評

定尺度 (The Global Assessment of Functioning

Scale; 以下 GAF) 得点が 40 点以上の者, ④15 歳～3

4 歳である者, ⑤本研究の目的・内容を十分理解でき

る者, の 4 つの条件をすべて満たす 31 名とした. な

お選出条件の ｢③15 歳～34 歳である者｣ については,

厚生労働省の資料から若年労働者 (年齢 15 歳～34 歳)

の定義21)を参考とし, 本研究における ｢若年統合失調

症者｣ と定義した. 本研究は日本福祉大学 ｢人を対象

とする研究｣ に関する倫理審査委員会の承認 (2011

年 8 月 16 日, 承認番号 11-08) を受け実施した.

��� 調査方法

����� 調査内容

調査にあたっては, 基本情報 (年齢, 性別, 羅病期

間, 職業経験) と離職回数を評価する目的で, 研究者

が作成した基本情報調査票および統合失調症認知機能

評価尺度日本語版 (Schizophrenia Cognition Rating

Scale Japanese Version; 以下, SCoRS-J) を用いた.

職業経験は過去から現在の就労経験を尋ね, 発病後の

離職回数を聴取した. この際の就労経験は厚生労働省

の示した定義22)を参考に, ①労働契約の期間の定めは

ない, ②所定労働時間がフルタイムである, ③直接雇

用である, という 3 つの条件を満たす場合を正規雇用

とし, これらの条件を満たさない場合を非正規雇用と

分類した上でそれらの就労経験の離職回数をカウント

した. その際, 福祉的就労施設利用などの保護的就労

は除外した.

対象者の認知機能障害について, SCoRS-J に従い

記憶, 学習, 注意, ワーキングメモリ, 問題解決, 処

理/運動速度, 社会認知及び言語の 8 つの障害領域に

ついて, 過去 1 カ月間対象者が経験した困難さの度合

いを尋ね, その後, 介護者へ同様の調査を行い, その

情報から研究者が判定した.
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����� データ収集方法

データ収集方法として, まず対象者の主治医が判定

した GAF40 点以上の者に対し, 半構造化面接を実施

した. 基本情報調査票の項目に沿って, 年齢, 性別,

罹病期間, 離職回数を聴取した. 次にSCoRS-Jに沿っ

て 1 問ずつ研究者が設問の意味内容を説明しながら質

問し, 回答用紙に記載した. その後, 対象者の介護者

(家族, 担当医師, 施設職員) に対しても同様の項目

にて聴取し, 研究者が採点を行った. なお, これらの

面接は研究対象の通所施設の面接室で測定した.

����� 評価尺度

1) 機能の全体的評定尺度 (The Global Assessment

of Functioning Scale : GAF)

Spizer とその研究者が 1976 年に健康-病気評定尺度

改訂版として全体的評定尺度 (The Global Assess-

ment Scale：以下 GAS) として作成した23). その後,

GAS の改訂版として GAF が作成され, DSM-Ⅲ-R

より多軸診断の第 5 軸として取り入れられた. GAF

は, 被験者の機能を 10 点ごとの 1 点～100 点までの

数値を用い, 症状の重症度と機能の 2 点から評価する

尺度である24). この際の機能は心理的, 社会的, およ

び職業的な機能に限定して行い, 身体的あるいは環境

的な制約による障害を除外し, 機能の全体的レベルに

ついての臨床家の判断に基づき評価される25). 現在で

は, 精神疾患の診断基準の 1 つとして広く用いられて

いる.

2) 統合失調症認知機能評価尺度日本語版 (Schizo-

phrenia Cognition Rating Scale Japanese Ver-

sion : SCoRS-J)

統合失調症者の日常生活技能に直結した認知機能を

問診により評価することを目的に, Keefe ら (2006)

によって開発された26). SCoRS は対象者用, 介護者

用, 評価者用の 3 部で構成され, 同様の項目を対象者,

介護者へ質問し, 評価者が採点を行う手順で行う. 質

問項目は日常生活で体験している, 記憶, 学習, 注意,

ワーキングメモリ, 問題解決, 処理／運動速度, 社会

認知及び言語の 8 つの障害領域を評価する 20 項目と,

それら 20 項目の認知機能障害が生活へ与える影響の

程度を測定する全般的評価から構成されている (表 1).

20 項目の質問に対し 4 段階 (問題なし, 軽度, 中等
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表� �����	
評価項目

下位尺度 質問項目 質 問 内 容

記憶 1 知人あるいは面識のある人の名前を覚える
2 場所への行き方を覚える
4 物を置いた場所を覚える
5 用事や責務を覚える

学習 6 道具や機器の使用方法を学び, 使う
14 新しいことを学習する

注意 3 テレビ番組の筋を追う
11 集中して新聞あるいは本を読む
13 集中を持続させる

ワーキングメモリ 7 与えられたばかりの情報および, あるいは教示を覚える
8 言おうとしていたことを覚えておく

問題解決 9 お金を管理する
15 考えを言葉にして, 思った通り迅速に話す
17 日課の変更に対応する

処理／運動速度 12 慣れた作業を行う
16 物事を迅速に行う

社会認知 18 話しかけられていることの意味を理解する
19 他人がどう感じているか理解する
20 集団の中で会話についていく

言語 10 混乱せずに話す
全般的評価 a 20 項目に関する患者の総合的な障害レベル

採点基準： 1：問題なし 2：軽度 3：中等度 4：重度



度, 重度) で評価され, 全般的評価は 10 段階で評価

される. 本研究では 8 つの障害領域で得られた評価を

各領域の平均値として用いた. SCoRS は米国立精神

保健研究所の Measurement and Treatment Re-

search to Improve Cognition in Schizophrenia

(MATRICS) 委員会により, 面接における評価尺度

としての信頼性, 妥当性が報告された (2008 年)27).

また, 2010 年には兼田らがその日本語版である

SCoRS-J を作成し, その信頼性, 妥当性を報告して

いる28).

�. 分析方法
��� 離職回数と調査項目間の相関関係

対象者の基本情報 (年齢, 性別, 羅病期間, 離職回

数) の傾向を把握した上で, 離職回数と調査項目 (基

本情報, GAF, SCoRS-J) との相関関係を Peason の

相関係数ないしは, Spearman の順位相関係数により

求めた.

��� 若年統合失調症者の発症後離職回数に影響を与

える因子の分析

3.1 において有意な相関の認められた調査項目を説

明変数とし, 離職回数を目的変数とした重回帰分析

(ステップワイズ法) により, 離職予測因子を解析し

た. 統計処理用ソフトは, IBM 社製. SPSS Ver20

を使用し, 有意水準は 5％未満で判定した.

�. 結果
��� 離職回数と調査項目間の相関関係

対象者 31 名 (男性 19 名, 女性 12 名) の基本情報

について表 2 に示した. 全体の年齢は 28.3±4.5 歳,

罹病期間は 8.9±4.9 年, 離職回数は 2.4±2.3 回であっ

た.

離職回数と調査項目の相関係数を算出した結果を表

3に示す. 離職回数と年齢 (0.425), 羅病期間 (0.549),

SCoRS-J 注意障害 (0.453), 社会認知障害 (0.455)

に有意な相関が認められた.

��� 若年統合失調症者の離職予測因子

離職回数を目的変数とし, 有意な相関がみられた 4

項目 (年齢, 羅病期間, 注意障害, 社会認知障害) を

説明変数として, 重回帰分析を行った結果を表 4 に示

した. 若年統合失調症者の離職予測因子として抽出さ

れた項目は, 羅病期間 (β＝0.503, p＜0.01), 注意障

害 (β＝0.394, p＜0.01) であり, 寄与率 (R2) は

0.454 であった.

�. 考察
��� 離職回数に影響を及ぼす要因

本研究では, 若年統合失調症者に対して離職回数と

基本情報, SCoRS-J を測定し横断的に検討を行った.

その結果, 離職回数との相関は年齢, 罹病期間,

SCoRS-J における注意障害と社会認知障害の項目に

おいて有意な相関が確認され, 離職回数を目的変数と
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表� 離職回数と調査項目との相関

離職回数
相関係数 p 値

年齢 0.425 0.017 *
羅病期間 0.549 0.001 **
GAF －0.310 0.090
SCoRS-J 記憶 0.323 0.076

学習 0.199 0.283
注意 0.453 0.011 *
ワーキングメモリ 0.019 0.919
問題解決 0.139 0.457
処理/運動速度 0.026 0.888
社会認知 0.445 0.012 *
言語 0.320 0.079

*：p＜0.05 **：p＜0.01

表� 離職回数を目的変数とした重回帰分析

非標準化係数 標準化係数 t値 p 値

定数 －2.638 -2.227 0.034
羅病期間 0.240 0.503 3.575 0.001 **
注意 1.485 0.394 2.802 0.009 **

R2＝0.454 **：p＜0.01

表� 基本情報

ｎ＝31

年齢 歳 28.3±4.5
性別 男性 19

女性 12
罹病期間 年 8.9±4.9
離職回数 回数 2.4±2.3

年齢, 罹病期間, 離職回数：平均値±標準偏差



した重回帰分析を実施したところ, 罹病期間と注意障

害が影響を及ぼす要因であることが認められた.

まず, 離職回数へ影響を及ぼす第一の要因である罹

病期間について述べる. 近年, 統合失調症の発症後の

脳形態変容について, 縦断的研究が複数報告されてい

る29)-33). 統合失調症の脳形態変容が発生する部位, 左

右差に関しては, いまだ議論の余地があるが, 総じて

大脳辺縁系, 前頭葉, 側頭葉, 脳梁, 小脳, 脳幹, 大

脳基底核の密度, 容積の減少が指摘されている34). 中

でも注目する知見として, Hulshoff らが統合失調症

発症より 20 年間継続して前頭葉 (内側前頭葉, 左背

側前頭葉) の灰白質減少が進行することを報告35)して

いる. また, 課題遂行時の脳血流量変化に関しても,

統合失調症者は, 前頭葉機能の賦活が課題に必要なタ

イミングで行われない前頭葉機能の非効率性が指摘さ

れている36) 37). つまり, 本研究において罹病期間が長

い者ほど離職回数が多く認められた背景には, 脳形態

変容の進行とそれに伴う前頭葉機能の非効率性が存在

し, それらが離職回数の増加に影響を及ぼしていると

推察される. また, 本研究で採用した若年統合失調症

者において罹病期間が長いことは発症年齢の低さを意

味しており, 統合失調症発症後の療養生活から長期間

にわたって就労に関わる技能を使用しないことにより,

廃用症候群もしくは技能の未獲得状態38)であることも

影響を及ぼしていると考えられる.

一方, 本研究で離職回数に影響を及ぼす第二の要因

として確認された注意障害は, 統合失調症のストレス

脆弱性39)や新たな技能獲得の能力に影響を及ぼしてい

ると報告40)されており, 筆者らが実施した研究におい

ても就労を継続する際に必要となる対人関係や作業能

力に影響を及ぼすことが示唆されている41). つまり,

注意障害は職場において職務に対する集中が持続でき

ずミスが生じやすい, 視野が狭く周りへの配慮が行き

渡らない, こだわりが強いなど職場での不適応な行

動42)に反映されると考えられる. さらに統合失調症者

は情動の影響を受け, 過覚醒状態となり注意の分配範

囲が狭くなると報告43)されていることから, 注意障害

へのアプローチと併せて情動の安定を図る心理的支援

が求められるといえる. 以上の要因より, 若年統合失

調症者は就職した際, 職務に応じた適応的行動が阻害

され離職回数が増加していると考えられる.

本研究の結果を踏まえ, 若年統合失調症者の就労支

援方法について述べる. まず, 就労前段階においては,

対象者の罹病期間, 認知機能障害の程度などの個別プ

ロフィールに基づいて支援を展開することが有効と考

えられる. 特に認知機能障害が重度な際は, 就労支援

と共に Neurological Education Approach to Cogni-

tive Remediation44) や Social Cognition and Interac-

tion Training45), Metacognitive Training46) 等の認知

機能リハビリテーション技法を組み合わせた支援を行

うことが効果的であろう. また, 認知機能障害の状態

像に応じた就労先の紹介や保護的就労などの選択肢が

検討される必要があると考えられる. 次に就労継続段

階では, 特に注意障害に注目しつつ, 職務の学習や技

能の獲得を促すため, 作業分析に基づく指導, 職場へ

の認知機能障害に関する情報提供が有効といえる. さ

らに, 対象者のストレスに対する情動の安定を図る支

援者の関わりを継続することが若年統合失調症者にとっ

て有効な就労支援方法となると考えられる.

本研究で注目した若年期は就労の機会は多い. その

ため本知見を参考とすることでキャリア早期に離職を

予防し就労生活を確立することが期待でき, その後の

生涯にわたる職業的不利を予防できる可能性47)がある

といえる.

��� 研究の限界と今後の課題

1) 調査対象者と離職回数について

本研究で得られた結果は若年統合失調症者 31 名の

限られた対象者であり, この結果をただちに一般化す

ることは難しい. 今後, 対象者数を増やし就労に対す

る動機付けなどの新たな説明変数を検討した調査が必

要である. また今回取り上げた若年者は, キャリア発

達段階において ｢試行的な時期｣48) であり, 離職を繰

り返し多様な就労経験を通じ自身に合った就労を探索

しているとも考えられる.

2) 今後の課題

本研究は若年統合失調症者の離職回数と認知機能障

害の関係性を検討し, 離職予測因子を明らかとした横

断的研究である. 今後, 本研究で得られた知見を踏ま

え, 注意障害に着目した認知機能障害の改善を図る介

入研究を実施し就労関連技能への影響を検討すること

が必要と考える.
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�. 結論
若年統合失調症者の離職回数に影響を与える認知機能

障害について相関分析と重回帰分析から, 離職予測因子

を調査した. その結果, 以下のことが明らかとなった.

① 離職回数と年齢, 羅病期間, 注意障害, 社会認知

障害に有意な相関が認められた.

② 離職回数に影響を与える因子は羅病期間, 注意障

害であった.

以上のことから, 若年統合失調症者の離職を防ぎ就労

の継続を図るには, 臨床場面において羅病期間, 認知機

能障害のうち特に注意障害に着目し, 就労支援を実施す

ることで, その後の就労の転帰を良好なものとできる可

能性が考えられた.
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